







































































































































































で、法の規定、および DNA 型ファイル作成の技術的プロセス、得られた DNA 型プロフ
ァイルの性格によって、試料やデータの用途の範囲は、明確かつ整然と制限されていると













類似する事例、特に Van der Velden 対オランダ訴訟 12 によって提起されている個人情報
の将来的な利用可能性を重視して、私生活を尊重される申立人の権利への介入の問題につ
いて、指紋、DNA 型プロファイル、組織試料のそれぞれについて判断を示した 13。 










有が条約第 8 条第 1 項の方針に該当するものであったとしても、そのことによる不利益の
規模は極めて限定的なものであり、私生活への介入を構成することはないとした（§65）。 











































これらの観点から、法廷は、組織試料、DNA 型プロファイルは共に、人権条約第 8 条
第 1 項に規定するところの、申立人の私生活の尊重の権利への介入を構成するとした。同






とする立場から、試料やデータの保有が法にもとづいて展開され、第 8 条第 2 項のもとに












































































































⑥ 第 8 条違反の構成について 









２）人権条約第 14 条（差別の禁止）について 
申立人は、有罪確定を受けていない者の試料が廃棄されることなく、法の規定に 
基づいて保有され続けていることは、「同様の状況にある他者（others in an analogous 
situation）と比して差別的な扱い」と指摘した。一方、イギリス政府側は、「条約の第 8

























































































評議会（Nuffield Council on Bioethics）31 の 2007 年の報告書（『生体情報の犯罪捜査目































日本の警察庁における DNA 型鑑定は、1989 年に始まったとされ 34、以後、利用件数は
急増している。2005 年には「DNA 型記録取扱規則」（平成 17 年国家公安委員会規則第 15
号、一部改正：平成 18 年国家公安委員会規則第 27 号）、および細則として DNA 型記録取
扱細則（平成 17 年警察庁訓令第 8 号）が制定され、この年より DNA 型データベース（「DNA
型記録検索システム」）の本格的な運用が開始された。2006 年の DNA 型鑑定事件数は１
万 1,819 件と、2005 年に比べ 6,068 件（105.5％）増加しており、余罪照会により被疑者
が確認された事件数（681 件）も 2005 年に比べ 530 件（350.9％）増加した 35。ただ、
規模としてはアメリカやイギリスと比べると極めて小さく、たとえばこれらの国が数百億
円をかけて運営しているのに対して、警察庁での基盤整備予算はそれぞれ数億円（平成 19 





に関する規定が 84 法に明記されている一方、日本の刑事訴訟法では DNA 試料の採取につ














 日本の犯罪捜査 DNA 型データベースの特徴の一つとして、採用されている部位及び検
査手法の数の多さを指摘できる。全 17 種の部位等について実施する鑑定手法は、確認で
きる限り、各国の国家犯罪捜査 DNA 型データベースの中で最も多い 38。1990 年の足利市
幼女殺害事件など、過去の審理において DNA 鑑定の識別能力が争点となったことから、
精度を上げることによって証拠能力を高める 39 目的が背景にあると思われる。また、2001










た前提が万能でないことも指摘されている。例えば、警察庁が採用している 9 種類の DNA
型検査のうち, TH01 型には遺伝に関するプロモーター機能が含まれているという指摘が























































1  S. and Marper v. The United Kingdom 30562/044, December 2008, BAILII, [2008] 
ECHR (GC) 1581. 
2  庶民院 2008 年 10 月 27 日における Meg Hillier 内務省政務次官の回答（Column 676W
～679W）。 
3  Police and Criminal Evidence Act 1984 (Ch 60). 
4  拙稿「イギリス～立法の経緯」（Studies 生命・人間・社会第 7 号『犯罪捜査における
DNA データベース イギリス、アメリカ、カナダと日本の比較研究』）35-50 頁、2004
年。イギリスのデータ保護法については、財団法人バイオインダストリー協会（経済産
業省）『平成 16 年度 バイオ事業化に伴う生命倫理問題等に関する研究』、2004 年およ
び科学技術文明研究所『医学研究における個人情報保護の在り方』（政策提言 2 号）、2005
年を参照されたい。 
5  人権法（Human Rights Act 1998 (c. 42)）第 6 条にもとづき、当局に対して人権条約
が規定する権利（“the Convention rights”）を保護することを求める規定。 
6  S. v. Chief Constable of South Yorkshire & Anor [2002] EWHC 478 (Admin)  なお、
イギリスの判例情報は「BAILII」を利用して入手し、中立の言及方法をとった。 
7  Marper & Anor v. Chief Constable of South Yorkshire & Anor [2002] EWCA Civ 1275 
8  LS v. South Yorkshire Police (Consolidated Appeals) [2004] UKHL 39 





10  "right to personal development"と表現されている。 
11  Pretty v. the United Kingdom, no. 2346/02, § 61, ECHR 2002 III, 35 EHRR 1; Y.F. v. 
Turkey, no. 24209/94, § 33, ECHR 2003 IX, 39 EHRR 34（私生活は個人の身体的、精
神的なインテグリティを広く含む）; Mikulić v. Croatia, no. 53176/99, § 53, ECHR 
2002-I, BAILII: [2002] ECHR 27（個人の身体的、社会的な同一性の多様な側面に関係
する）; Bensaid v. the United Kingdom, no. 44599/98, § 47, ECHR 2001, 33 EHRR 10, 
I; Peck v. the United Kingdom, no. 44647/98, §57, ECHR 2003 I, 36 EHRR 41（性に
関する同一性、名前、性指向、性生活も私生活のひとつ）; mutatis mutandis Burghartz 
v. Switzerland, 22 February 1994, § 24, Series A no. 280 B; and Ünal Tekeli v. Turkey, 
no. 29865/96, § 42, ECHR 2004 X (extracts), 42 EHRR 53（個人の同一性には、個人の
同一性や家族との関係を示す要素も含まれ得る）; Z. v. Finland, 25 February 1997, § 71, 
Reports of Judgments and Decisions 1997 I, 25 EHRR 371（健康状態に関する情報も
尊重されるべき私生活で重要な要素である） ; Burghartz,（上述） , opinion of the 
Commission, p. 37, § 47, and Friedl v. Austria, judgment of 31 January 1995, Series 
A no. 305-B, opinion of the Commission, p. 20, § 45, 21 EHRR 83（個人の成長に関す
る権利、個人の他者および社会との関係の構築及びその発展に関する権利も含む） ; 
(Sciacca v. Italy, no. 50774/99, § 29, ECHR 2005-I, 43 EHRR 20（私生活の概念は、さ
らに個人の画像に関する要素も含む）. 
12  Van der Velden v. the Netherlands (dec.), no. 29514/05, ECHR 2006-..., BAILII: 
[2006] ECHR 1174（現在も係争中） 
13  判決文§78-86。以下では指紋に関する取り扱いは述べなかった。包括的な検討をする
機会に期したい。 
14  注 12。  
15  江島晶子「ヨーロッパ人権裁判所の解釈の特徴」（『ヨーロッパ人権裁判所の判例』、信





17   大陸欧州において展開されている「シェンゲン情報システム（SIS：Shengen 
Information System」などが例示された（§88）。DNA データベースについては、主に
Schengen III Agreement（Prüm Convention とも）を参照のこと。ベルギー、ドイツ、
スペイン、フランス、ルクセンブルク、オランダ、オーストリアが参加。 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:C:2008:125E:0120:0141:











20  mutatis mutandis, Kruslin v. France, 24 April 1990, §§ 33 and 35, Series A no. 176 
A, BAILII: [1990] ECHR 10; Rotaru v. Romania [GC], no. 28341/95, § 57-59, ECHR 
2000-V, BAILII: [2000] ECHR 192; Weber and Saravia v. Germany (dec.), no. 
54934/00, ECHR 2006 ..., BAILII: [2006] ECHR 1173; Association for European 
Integration and Human Rights and Ekimdzhiev v. Bulgaria, no. 62540/00, §§ 75-77, 
28 June 2007, BAILII: [2007] ECHR 533 ; Liberty and Others v. the United Kingdom, 
no. 58243/00, § 62-63, 1 July 2008, BAILII: [2008] ECHR 568. 
21 Convention for the Protection of Individuals with regard to Automatic Processing of 
Personal Data（Strasbourg, 28.I.1981）. 
22   Council of Europe Committee of Ministers, Recommendation No. R(87)15 
regulating the use of personal data in the police sector, 1987. 
23  Council of Europe Committee of Ministers, Recommendation No. R(92)1 of the 
Committee of Ministers on the use of analysis of DNA within the framework of the 
criminal justice system, 1992. 
24  Criminal Justice (Scotland) Act 1995, Police, Public Order and Criminal Justice 
(Scotland) Act 2006. 特に 2006 年法第 83 条により 1995 年法に追加された第 18A 条。 
25  要約すると、「2005 年 9 月 30 日の段階で、国家 DNA 型データベースは、2001 年法
改正の前には本来廃棄の対象であった 18 万 1000 人分の個人プロファイルを保有」「こ
のうち 8251 人分は、その後 13079 件（殺人 109 件、殺人未遂 55 件、強姦 116 件、そ
の他の性犯罪 67 件、加重強盗 105 件、禁止薬物取り扱い違反 126 件）の犯罪に関する
現場資料との関連が見出された」（§92）。このほか、DNA 資料の利用が捜査および訴追






件挙げられた」「被疑段階（武器携行、乱闘、暴行）であった 4 名の DNA 型プロファイ
ルから採取し保有していたものが、後の強姦現場から収集した資料と一致した」といっ
た事例も紹介した（§93）。 
26  Human Genetics Commission “Inside Information - Balancing interests in the use 
of personal genetic data” (Chapter 9 Forensic uses of personal genetic information, 




28  Handyside v United Kingdom (1976) Series A, No. 24; (1976) 1 EHRR 737. 
29  Linacre A.The UK National DNA Database.Lancet. 2003 May 31;361(9372):1841-2 
30  関連する論評として、例えば BBC,‘All UK 'must be on DNA database' (2007 年 9 月 5
日) http://news.bbc.co.uk/1/hi/uk/6979138.stm（2009 年 1 月確認） 
31  拙稿「ナッフィールド生命倫理評議会」（平成 15 年度環境対応技術開発等（バイオ事
業化に伴う生命倫理問題等に関する研究）に関する報告書、第 1 章諸外国における国家
生命倫理委員会の現状）9-42 頁、2004 年。 
32  Nuffield Council on Bioethics, The forensic use of bioinformation: ethical issues, 全
168 頁, 2007. 
 90
 
33  UK Home Secretary's speech: Protecting rights, protecting society, 16 December 
2008 http://press.homeoffice.gov.uk/Speeches/home-sec-protecting-rights（2009 年 1
月確認） 
34  警察庁「DNA 型情報の活用に向けて」、2005 年。 
 http://www.npa.go.jp/seisaku/kanshiki/katsuyou/pamphlet3.pdf（2009 年 1 月確認） 
35  総務省「政策評価結果の平成 20 年度予算要求等への反映状況」の 3 章「行政機関別の
政策評価及びその結果の予算要求等への反映状況」、2007 年。 





察庁 DNA 型データベース・システムに関する意見書」、2007 年。 
37 「犯罪鑑識官は、その保管する被疑者 DNA 型記録が次の各号のいずれかに該当すると
認めるときは、当該被疑者 DNA 型記録を抹消しなければならない。  
一 被疑者 DNA 型記録に係る者が死亡したとき。  
二  前号に掲げるもののほか、被疑者 DNA 型記録を保管する必要がなくなったとき。」
（「DNA 型記録取扱規則」第七条「抹消」、2005 年）  
38  DNA 型鑑定の対象となっている部位は以下のとおりである。イギリスは NDNAD（国
家 DNA データベース）、アメリカでは CODIS（Combined DNA Index System）で採用
されている部位・検査数である。日本は 2005 年の公安委員会規則（「DNA 型記録取扱
規則」）、および 2006 年の改正規則によって指定された部位・検査数に拠った。 
 








FGA ○ ○ ○ ○ 
TH01 ○ ○ ○ ○ 
vWA ○ ○ ○ ○ 
D8S1179 ○ ○  ○ 
D18S51 ○ ○  ○ 
D21S11 ○ ○  ○ 
D3S1358 ○ ○ ○ ○ 
D5S818  ○ ○ ○ 
D7S820  ○ ○ ○ 
D13S317  ○ ○ ○ 
D16S539 ○ ○  ○ 
CSF1PO  ○ ○ ○ 
TPOX  ○ ○ ○ 
D2S1338 ○   ○ 
D19S433 ○   ○ 
鎖長多型 
マーカー 
MCT118   ○ ○ 
性別判定 Amelogenin ○ ○  ○ 
計  11 14 10 17 
 
39  内閣府が警察庁より得たデータによって作成された資料によれば、正確に実施されれ
ば 5 兆人に 1 人の精度があるとされる。 
http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihu64/siryo4.pdf（2009 年 1 月確認） 
40  日本弁護士連合会「警察庁 DNA 型データベース・システムに関する意見書」2007 年。 
41  Williams R, Johnson P, Martin P (2004). Genetic information and crime 
investigation. August 2004. The Wellcome Trust. 
http://www.dur.ac.uk/p.j.johnson/Williams_Johnson_Martin_NDNAD_report_2004.p
df.（2009 年 1 月確認） 
42  例えば、Kaida D, Motoyoshi H, Tashiro E, Nojima T, Hagiwara M, Ishigami K, 
Watanabe H, Kitahara T, Yoshida T, Nakajima H, Tani T, Horinouchi S, Yoshida 
M.Nat Chem Biol. 2007 Sep;3(9):576-83. Spliceostatin A targets SF3b and inhibits 
both splicing and nuclear retention of pre-mRNA. 
43  UK Home Office Police, Science Technology Strategy 2003 to 2008. 
44  Forensic Science Service 年次報告書（2000 年度）。 
http://www.forensic.gov.uk/pdf/company/publications/annual-reports/annual-report-
2000-01.pdf（2009 年 1 月確認） 
 91
 
45  例えば、毎日新聞「忘れない：世田谷一家殺害 DNA 鑑定、狭まる犯人像」（2008 年
5 月 25 日）。 
http://mainichi.jp/select/jiken/coldcase/archive/news/2008/20080525org00m0409980




47  David Cyranoski Japan’s ethnic crime database sparks fears over human rights 
Nature;427:383 2004.なお、この記事では、研究費の総額は 1 億円を越えるとある。 
